
本部町法定外公共物の用途廃止に関する事務取扱要領  

 

  （趣旨） 

第１条  この告示は、法令に特別の定めがあるもののほか、本部町法定外公共物の管理に関する条例（平

成１６年本部町条例第２号）第２条に規定する法定外公共物で、将来においてその目的の用に供する

必要がないものを用途廃止する場合の事務に関して必要な事項を定めるものとする。 

  （用途廃止ができないもの） 

第２条  次の各号のいずれかに該当する場合は、用途廃止できないものとする。ただし、代替施設 

等によりその機能が補償され、かつ、用途廃止によって周辺地域への影響がない場合については、この限

りでない。 

（１） 用途廃止することによって付近の土地が袋地となる場合  

（２） 機能を有している場合 

（３） 将来他の公共施設の敷地として存置する必要がある場合  

（４） 上下水道管等が埋設されている等、公共利用がある場合  

（５） 道路・水路の機能を低下させるおそれがある場合  

（６） 利害関係人等の用途廃止の同意が得られない場合  

（７） 前各号に掲げるもののほか、用途廃止すべきでないと町長が判断した場合 

  （申請者） 

第３条  用途廃止の申請ができる者は、当該法定外公共物の隣接土地の所有者で、用途廃止後  

の当該用地の買受け申出又は自らの土地に代替施設を設置し寄附又は交換する意思をもつ者とする。 

  （用途廃止申請） 

第４条  法定外公共物の用途廃止の申請をしようとする者は、法定外公共物用途廃止申請書（別  

記様式第１号）に次の書類を添付して申請しなければならない。 

（１）  位置図（縮尺 2,500 分の 1 以上） 

（２）  公図の写し 

（３）  現況平面図・断面図（縮尺 100 分の 1 から 500 分の 1） 

（４）  地積測量図 

（５）  境界確定図の写し 

（６）  同意書（別記様式第２号） 

ア 隣接土地所有者（共有地については、全員の同意を得ること） 

     イ 地元地区長 

     ウ 土地改良区又は水利組合の代表者（農業用施設として利用されていない場合は  

不要） 

（７）  現況写真 

（８）  土地登記簿謄本（隣接土地すべて） 

（９）  代替施設に関する書面（代替施設を設置する場合） 

（10） 代理人により申請する場合は、委任状（別記様式第３号） 



２  前項の書類のうち、現況平面図・断面図及び地積測量図については、土地家屋調査士、測量士又は測

量士補が作成したものとする。 

  （用途廃止の決定又は却下） 

第５条  町長は、前条の申請書を受理した場合は、当該申請の現地確認するなどした後、適正か  

つ速やかに審査し、その可否を決定し、法定外公共物用途廃止決定（不受理）通知書（別記様式第４号）に

より申請者に通知するものとする。 

（用途廃止施設の評価） 

第６条 用途廃止施設の評価は、いわゆる里道、水路のような長狭物等は必要に応じて不動産鑑定士による

鑑定評価によるものとする。 

２  固定資産税標準価格の算定において用いる、標準価格を採用するものとする。 

３  申請者の費用負担により、不動産鑑定士による鑑定評価額を採用することができる。この場合、前項の

標準価格を採用することはできない。 

（代替施設の寄附等） 

第７条 用途廃止する条件として、これに代わるべき代替施設を設置した場合は、代替施設及びそ 

の敷地を町へ寄附し、又は交換しなければならない。 

（代替施設の設置に係る事前協議） 

第８条 第３条の規定により代替施設を設置して用途廃止の申請をしようとする者は、あらかじめ町  

長と協議しなければならない。 

  （代替施設の設置基準） 

第９条 代替施設は、次に定めるところにより設置しなければならない。 

  （１） 設置した者のみでなく、公衆の利便をもたらすものであること。 

  （２） 面積については、用途廃止する財産と等面積以上であること。ただし、町長が代替施設の機能及び

価値等から等面積の必要がないとして特に認める場合は、この限りでない。 

  （代替施設を寄附する場合の手続） 

第１０条 第７条の規定により代替施設を寄附しようとする者は、代替施設に係る寄附採納願（別記様式第５

号）に次の書類を添付して町長に提出しなければならない。 

  （１） 位置図（縮尺 1/2,500 以上） 

  （２） 公図の写し 

  （３） 平面図・断面図（縮尺 1/100～1/500） 

  （４） 求積図 

  （５） 現況写真 

  （６） 土地登記簿謄本（発行から１か月以内のもの） 

  （７） 登記承諾書（別記様式第６号） 

  （８） 印鑑証明書（発行から３か月以内のもの） 

  （９） 資格証明書（法人に限る。発行から３か月以内のもの） 

  （10） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要とする書類 

２  前項の添付書類のうち平面図、断面図及び求積図は、土地家屋調査士、測量士又は測量士補が作成



するものとする。 

３  第１項の願い出をするに当たっては、次に定める事項が既に整っているものとする。 

  （１） 代替施設の整備工事等が完了し、かつ、用途廃止する財産と同様の機能を有していること。 

  （２） 代替施設が、相続財産、寄附しようとする者に係る所有権以外の権利の設定のある財産又は一筆

の土地の一部であるときは、あらかじめ、寄附しようとする者において当該財産についてそれぞれ相続、

権利抹消又は分筆の登記を完了していること。 

４  申請者は、用途廃止した財産の所有権移転登記と同時に願い出土地の所有権移転登記を行うものとす

る。 

  （用途廃止した財産と代替施設を交換する場合の手続） 

第１１条 第７条の規定により用途廃止した財産と代替施設を交換しようする者は、土地（法定外公  

共物）交換申請書（別記様式第７号）に次の書類を添付して町長に提出しなければならない。 

  （１） 位置図（縮尺 1/2,500 以上） 

  （２） 公図の写し 

  （３） 平面図・断面図（縮尺 1/100～1/500） 

  （４） 求積図 

  （５） 現況写真 

  （６） 土地登記簿謄本（発行から１か月以内のもの） 

  （７） 登記承諾書（別記様式第８号） 

  （８） 印鑑証明書（発行から３か月以内のもの） 

  （９） 資格証明書（法人に限る。発行から３か月以内のもの） 

  （10） 交換契約書（別記様式第９号） 

  （11） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要とする書類 

２  前項の申請をするに当たっては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。この場合において、第３項中

「願い出」とあるのは「申請」と、「寄附」とあるのは「交換」と読み替えるものとする。  

３  申請者は、申請のあった双方の土地について所有権移転登記を行うものとする。 

（申請等に係る書類作成費用） 

第１２条 第４条、第１０条及び第１１条において、書類作成等に係る費用は申請した者の負担とする。 

 

     附  則 

  （施行期日） 

１ この告示は、平成２９年５月１日から施行する。 

          平成２９年９月２５日 改定 


